
 

 
平成 24 年 10 月 31 日 

各      位 

会 社 名 オ ン キ ヨ ー 株 式 会 社 
代 表 者 名 代表取締役社長 大朏宗徳 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６６２８） 
問合せ先 
役職・氏名 代表取締役副社長 中野 宏 
電話 ０６－６２２６－７３４３ 

 

当社子会社とティアック株式会社との業務委託契約および 

当社子会社株式の一部譲渡に関するお知らせ 
 

 当社は、平成 24 年 10 月 31 日開催の取締役会において、ティアック株式会社（以下、「ティアック」とい

います。）との間で、当社連結子会社であるデジタル・アコースティック株式会社（以下、「ＤＡＣ」といい

ます。）の株式の一部を譲渡する契約を締結することを決議いたしました。また、ＤＡＣとティアックとの間

で業務委託契約を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．経緯および目的 

当社は平成 24 年８月 27 日に「子会社株式の一部譲渡に関する基本合意のお知らせ」で公表のとおり、

ティアックとの資本・業務提携の一環として、当社保有のＤＡＣ株式の一部をティアックに譲渡し、ＤＡ

Ｃを設計、開発、技術支援業務を受託する会社として共同で運営することなどを含め、具体的スキームに

ついて両社で協議をしてまいりました。 

そしてこのたび、より緊密な関係を構築することで、両社の技術力を取り込んだＡＶ機器の設計開発お

よび一層の設計効率化が実現できると判断し、本件に関する具体的な内容および今後の協力関係等につい

て合意に至りました。 

これにより、両社の技術的な強みを活かして新たな企画開発体制を構築することができ、開発力の強化

および設計・開発における効率化を推進してまいります。 

 

２．ＤＡＣの概要 

（１） 商 号 デジタル・アコースティック株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 大阪府寝屋川市日新町２番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  奥田 伸明 

（４） 事 業 内 容 オーディオ・ビジュアル関連製品、情報通信機器の設計・開発 

（５） 資 本 金 の 額 308,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 24 年７月２日 

（７） 大株主及び持株比率 オンキヨー株式会社  100.00％ 

（８） 
上場会社と当該会社と

の 関 係 等 

資 本 関 係 当社 100.00％株式を所有 

人 的 関 係 役員の兼任１名 

取 引 関 係 経営指導 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は当社の連結子会社であり、関連当事者に

該当します。 

  

 

３．株式譲渡先（ティアック）の概要 

（１） 商 号 ティアック株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都多摩市落合一丁目 47 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  英 裕治 



 

（４） 事 業 内 容 音響機器、情報機器の製造、販売 

（５） 資 本 金 の 額 6,000,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 28 年８月 26 日 

（７） 大株主及び持株比率 

フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合（業 

務執行組合員 フェニックス・キャピタル㈱） 49.40％ 

オンキヨー株式会社 10.00％ 

ジャパン・リカバリー・ファンドⅢ（業務執行組合員フェニックス・

キャピタル㈱）5.01 ％ 

 

４．譲渡株式数、譲渡金額および譲渡前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 

6,160 株 

（議決権の数：6,160 個） 

（所 有 割 合：100.00％） 

（２）譲渡株式数 

1,232 株 

（議決権の数：1,232 個） 

（譲 渡 価 額：61,600,000 円） 

（３）異動後の所有株式数 

4,928 株 

（議決権の数：4,928 個） 

（所 有 割 合：80.00％） 

（４）譲渡価額の算定根拠 

時価純資産価額による算定価額を基準に当社とティアックが協議し、決

定いたしました。上記譲渡価額は、当社およびティアックが外部専門家

による評価も加味し、交渉を進めたものであり、公正かつ当社にとって

適切な金額であると判断しております。 

 

５．日程 

取 締 役 会 決 議 平成 24 年 10 月 31 日 

株式譲渡契約書締結 平成 24 年 10 月 31 日 

業 務 委 託 契 約 書 締 結 平成 24 年 10 月 31 日 

株 式 譲 渡 日 平成 24 年 11 月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件株式譲渡が平成 25 年３月期の業績に与える影響につきましては軽微です。 

以 上 


